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公布された法令のあらまし 

 
兵庫県税条例施行規則及び産業立地の促進による経済及び雇用の活性化に関する条例施行規則の一部を改正

する規則（規則第16号） 

地方税法施行規則の一部改正により、法人県民税、法人事業税等に係る確定申告書等の様式が見直されるこ

とを踏まえ、小売電気事業等の電気供給業を行う法人が使用する法人県民税、法人事業税及び特別法人事業税

の納付及び減額通知書の様式を新設する等規定の整備を行うこととした。 
 

規 則 

 

 兵庫県税条例施行規則及び産業立地の促進による経済及び雇用の活性化に関する条例施行規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

  令和３年３月31日 

                                兵庫県知事 井 戸 敏 三   

兵庫県規則第16号 

兵庫県税条例施行規則及び産業立地の促進による経済及び雇用の活性化に関する条例施行規則の

一部を改正する規則 

（兵庫県税条例施行規則の一部改正） 

第１条 兵庫県税条例施行規則（昭和35年兵庫県規則第78号）の一部を次のように改正する。 

第16条の表中 

「 

法人県民税及び法人事業税の納付及び減額通知書 様式第24号 

                                              」 

を 

「 

法人県民税及び法人事業税の納付及び減額通知書（条例第33条第１項第３号に掲げ

る事業を行わない法人用） 

様式第24号 

法人県民税及び法人事業税の納付及び減額通知書（条例第33条第１項第３号に掲げ

る事業を行う法人用） 

様式第24号の２ 

                                              」 

に改める。 

第32条の18第５項中「書類に」を「書類を」に、「署名する」を「確認する」に改める。 

附則第９項の見出し及び同項中「附則第21条の８第８項」を「附則第21条の８第７項」に、同項第２号中

「から第７項」を「から第６項」に、「附則第12条の２の13第４項第３号、第５項第３号」を「附則第12条の

２の13第４項に規定するトラック、同条第５項第３号」に改め、「並びに第６項第３号」を削り、「同条第７

項」を「同条第６項」に改める。 

様式第24号の次に次の１様式を加える。  
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様式第24号の２（第16条関係） 

法 人 県 民 税   納付 

                  法 人 事 業 税 の    通知書 

特 別 法 人 事 業 税   減額 

所在地           

                                        

  法人名                               年  月  日 

              様                兵庫県   県民局長 □印 

                                 （   県税事務所） 

 

県民税については地方税法第55条の規定により、事業税（加算金）については地方税法第72条の39、第

72条の41、第72条の41の２、第72条の46又は第72条の47の規定により、特別法人事業税（加算金）につい

ては特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律第８条及び第13条の規定により更正又は決定

をしましたので通知します。 

なお、不足金額は、指定納期限までに納付してください。 
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別
法
人
事
業
税
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管理 

番号 

 
事業 
年度 

        年   月   日から 
 

        年   月   日まで 

申 告 
年月日 

（確）    年  月  日 
 

（修）    年  月  日 

処理
区分 

県民税 
申 更 決 

・ ・ 
是 正 定 

事業税 

特別法人事業税 

申 更 決 
・ ・ 

是 正 定 

法人事業税及び特別法人事業税 法人県民税 

摘要 課税標準 税率( /100) 税額 摘要 税額 

条例第

33条第

１項第

１号に

掲げる

事業 

所 
 

得 
 

割 

所得金額総額 
① 

円 
  

課 税 
標準額 

法人税額又は個別 
帰属法人税額の総額  ○53  

円 

年  万円以下 

の金額 ② 
  

円 
本県分          ○54  

年  万円を超え 

年  万円以下の金額 ③ 
   

本県分法人税割額 
(○54× /100)       ○55 

  

年  万円を超える金額 
又は軽減税率不適用法人の金額 ④ 

   県民税の特定寄附金税額控除額    ○56  

合計 

②+③+④ ⑤ 
   

外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額 

又は個別控除対象所得税額等相当額の控除額    ○57 
 

付
加
価
値
割 

付加価値額総額 
⑥ 

   外国の法人税額等の控除額       
○58 

 

本県分 ⑦ 
   仮装経理に基づく控除額       

○59 
 

資 

本 

割 

資本金等の額総額 
⑧ 

   差引法人税割額 
○55  - ○56  - ○57  - ○58  - ○59         ○60 

 

本県分 
⑨ 

   既に納付の確定した法人税割額    
○61  

条例第33
条第１項
第２号に
掲げる事
業 

収 

入 

割 

収入金額総額 
⑩ 

   
租税条約の実施に係る 

法人税割額の控除額         ○62 
 

本県分 
⑪ 

   
再差引法人税割額 

○60  - ○61  -○62             ○63 
 

条例第

33条第

１項第

３号に

掲げる

事業 

所
得
割 

所得金額総額 ⑫    均等割額              
○64 

 

本県分 
⑬ 

   既に納付の確定した均等割額     
○65 

 

付
加
価
値
割 

付加価値総額 
⑭ 

   
差引均等割額 
○64-○65                ○66  

本県分 
⑮ 

   
県民税の合計額 
○63+○66                ○67  

資
本
割 

資本金等の額総額 
⑯ 

   
○67のうち仮装経理に基づく過大申 
告の更正による税額         ○68 
 

 

本県分 
⑰ 

   
○67のうち租税条約の実施に係る更 
正による税額            ○69 

 

収
入
割 

収入金額総額 
⑱ 

   
差引県民税の合計額 
○67-○68-○69       ○70 年度 

 

本県分 
⑲ 

   

 

合計事業税額 ⑤+⑦+⑨+⑪+⑬+⑮+⑰+⑲  ⑳ 

事業税の特定寄附金 
税額控除額        ㉑  

仮装経理に基づく 

事業税額の控除額     ㉒ 
 

差引事業税額 
⑳-㉑-㉒        ㉓  

既に納付の確定した 

事業税額        ㉔ 

 

 

租税条約の実施に係る 
事業税額の控除額    ㉕  

再差引事業税額 
㉓-㉔-㉕        ㉖ 

 

㉖
の
内
訳 

条例第33条第１項第１号又は第２号に掲げる事業 

所得割       
㉗

  付加価値割       
㉘

  

資本割       
㉙
  収入割         

㉚
  

条例第33条第１項第３号に掲げる事業 

所得割       
㉛

  付加価値割       
㉜

  

資本割        
㉝
  収入割         

㉞
  

㉖のうち仮装経理に基づく 
過大申告の更正による税額  ㉟ 

 
㉖のうち租税条約の実施 
に係る更正による税額    ㊱ 

 

再々差引事業税額     ㉖ – ㉟ – ㊱       
㊲
 

年度 
  

㊶ 

の 

内 

訳 

条例第33条第１項第１号に掲げる事業の所
得割に係る特別法人事業税     ㊳   

 

条例第33条第１項第２号に掲げる事業の所

得割に係る特別法人事業税     ㊴ 
  

 

条例第33条第１項第３号に掲げる事業の所

得割に係る特別法人事業税     ㊵ 
  

 

合計特別法人事業税額      ㊶  
仮装経理に基づく特別法人事業税額の

控除額        ㊷ 

 

差引特別法人事業税額   
㊶ – ㊷            ㊸ 

 
既に納付の確定した特別法人事業

税額            ㊹ 

 

租税条約の実施に係る特別法人事業税

額の控除額           ㊺ 
 

再差引特別法人事業税額 

㊸- ㊹- ㊺        ㊻ 

 

㊻のうち仮装経理に基づく 

過大申告の更正による税額    ㊼  
㊻のうち租税条約の実施 

に係る更正による税額  ㊽ 

 

再々差引特別法人事業税額 

㊻– ㊼– ㊽         ㊾ 

年度 
 

 

納付すべき 
加算金額 

   申告加算金 
㊿ 

年度  
 指    定 

納  期  限 
年    月    日 

   重加算金 
○51  

年度 
 

 
納付場所 

 兵庫県指定金融機関、兵庫県指定代理金融機関、兵庫県収納代理

金融機関、県税事務所、コンビニエンスストア 事業税額等の合計額     ㊲ + ㊾ + ㊿ + ○51                     
○52 

 

 



令和３年３月31日 水曜日   兵 庫 県 公 報          第13号外 

3 

御注意 

１ 不足税額を納付されるときは、法定納期限の翌日から指定納期限までの期間又は当該指定納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間の日数に応じ、年7.3パーセントの割合（租税特別措置法第93条第２

項に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準割合」とい

う。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合

を加算した割合(当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超えるときは、年7.3パーセントの割合））、

その期間経過後は、その日数に応じ、年14.6パーセントの割合（延滞金特例基準割合が年7.3パーセント

の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基準割合に7.3パーセントの割合を加算した割合）を乗じて

計算した延滞金額を加算して納付してください。 

２ 上記の指定納期限までに納付されないために督促を受け、その督促状を発した日から起算して10日を

経過した日までに完納されないときは、滞納処分を受けることになります。 

３ この更正又は決定の処分について不服があるときは、この通知書を受け取られた日の翌日から起算し

て３月以内に、兵庫県知事に審査請求をすることができます。審査請求書は、正副２通作成し、なるべ

く当県税事務所を経由して提出してください。 

この更正又は決定の処分の取消しの訴えは、上記の審査請求に係る裁決書を受け取られた日の翌日か

ら起算して６月以内に、兵庫県を被告として提起することができます。 

なお、この更正又は決定の処分の取消しの訴えは、地方税法第19条の12の規定により、上記の審査請

求に係る裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、①審査請求があった

日から３月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害

を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、裁決

を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

様式第36号４ページの部御注意２及び様式第37号裏の部御注意中「210平方メートル」を「180平方メート

ル」に改める。 

（産業立地の促進による経済及び雇用の活性化に関する条例施行規則の一部改正） 

第２条 産業立地の促進による経済及び雇用の活性化に関する条例施行規則（平成14年兵庫県規則第57号）の

一部を次のように改正する。 

様式第１号中 

「 

所得割 

年  万円以下の金額 円  円 円 円 円 

年  万円を超え 

年  万円以下の金額 
      

年  万円を超える金

額又は軽減税率不適用

法人の金額 

      

計       

付加価

値割 
付加価値額       

資本割 資本金等の額       

収入割 収入金額       

合計事業税額       

既に納付の確定した当期分の事

業税額 
      

                                                」 

を 
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「 

兵庫県

税条例

第33条

第１項

第１号

に掲げ

る事業 

所得割 

年  万円以下

の金額 

円 
 

円 円 円 円 

年  万円を超

え年  万円以

下の金額 

      

年  万円を超

える金額又は軽

減税率不適用法

人の金額 

      

計       

付加価

値割 
付加価値額       

資本割 資本金等の額       

兵庫県

税条例

第33条

第１項

第２号

に掲げ

る事業 

収入割 収入金額       

兵庫県

税条例

第33条

第１項

第３号

に掲げ

る事業 

所得割 所得金額       

付加価

値割 
付加価値額       

資本割 資本金等の額       

収入割 収入金額       

合計事業税額       

既に納付の確定した当期分の

事業税額 
      

                                                」 

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の兵庫県税条例施行規則（次項において「改正後の県税規則」という。）様

式第36号及び様式第37号の規定は、この規則の施行の日（以下この項において「施行日」という。）以後の

不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用し、施行日前の不動産の取得に対して課すべき

不動産取得税については、なお従前の例による。 

３ 改正後の県税規則様式第36号及び様式第37号の規定による申告書については、この規則の施行の際現に

残存する第１条の規定による改正前の兵庫県税条例施行規則様式第36号及び様式第37号の規定（以下この

項において「旧様式」という。）による用紙に限り、旧様式によることができる。 
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